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 2016年熊本地震の地震動の作用により，熊本城内では，石垣の崩壊や櫓の損壊などの甚大な被害が数多

く発生した．本稿では，2016年熊本地震の前震時ならびに本震時に，熊本城内に作用した地震動を推定し

た結果について報告する．具体的には，まず，熊本城内および周辺の強震観測点において常時微動計測を

実施し，得られた記録に基づいてサイト増幅特性を評価した．次に，熊本城周辺で観測された前震記録・

本震記録をサイト増幅特性置換手法を用いて再現することで，地震動推定手法の適用性を確認した．最後

に，適用性が確認された手法に基づいて，前震時および本震時における熊本城内での地震動を推定した． 
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1.  はじめに 

 

2016年熊本地震の一連の地震活動による強震動の作用

によって，熊本城(図-1参照)では，石垣の崩壊などの甚

大な被害が数多く発生1)した．4月14日21時26分に発生し

た熊本県熊本地方を震源とする気象庁マグニチュード

6.5の地震(以後，前震と呼ぶ)による被災状況を踏まえ，

それ以後，熊本城内への立ち入りについて原則禁止の状

態が続いている(2016年8月現在)．また，前震から約28

時間後の4月16日1時25分に発生した熊本県熊本地方を震

源とする気象庁マグニチュード7.3の地震(以後，本震と

呼ぶ)では，その強震動の作用により，石垣の崩壊・は

らみ出し，櫓・長塀の損壊などの甚大な被害が熊本城内

のほぼ全域で広範囲にわたって発生した．これらの被災

メカニズムを明らかにし，熊本城内における施設の修

復・復興計画などを今後策定していく上で，2016年熊本

地震の前震時ならびに本震時に熊本城内に作用した地震

動を推定することは非常に重要2)である． 

本稿では，2016年熊本地震の前震時ならびに本震時に，

熊本城内に作用した地震動を城内での常時微動計測に基

づいて推定した結果について報告する．具体的には，ま

ず，熊本城内および周辺の強震観測点において常時微動

計測を実施し，得られた記録に基づいて熊本城内におけ

るサイト増幅特性を評価した．次に，熊本城周辺の強震

観測点で得られた前震記録・本震記録をサイト増幅特性

置換手法3)を用いて再現することによって，地震動推定

手法の適用性を確認した．最後に，適用性が確認された

サイト増幅特性置換手法に基づいて，前震時および本震

時における熊本城内での地震動を推定した． 

 なお，本研究は，(公社)土木学会地震工学委員会石積

擁壁の耐震補強対策に関する研究小委員会(委員長：橋

本隆雄((株)千代田コンサルタント))の委員会活動の一

環として実施したものである．すなわち，上記の熊本城

内における常時微動計測などの現地調査は，熊本城調査

研究センターの承諾・同行のもとで実施したものであり，

現地調査結果に基づいて得られた本稿における研究成果

については，熊本市に還元することで，熊本城内の石垣

等の施設が今後より良くなるよう修復・復興計画の策定

等に役立てていくことを主目的としている旨，ここに付

記しておく． 



 

2.  熊本城内の地形・地質的な特徴 

 

 図-2は，熊本城周辺の既存強震観測点で得られた前震

観測記録および本震観測記録を位置情報とともに示した

ものである．なお，旧・JMA熊本4)は，2011年5月12日に

現・JMA熊本4)に移設されているため，前震・本震観測

記録は存在しない．図-2に示すように，熊本城の比較的

近くには，旧・JMA熊本，現・JMA熊本，熊本市消防局

の三つの強震観測点があり，熊本市消防局と現・JMA熊 
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図-1 2016年熊本地震の前震・本震の震央と熊本城の位置関係 
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図-2 熊本城周辺で得られた前震と本震による気象庁計測震度 
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図-3 産総研地質図5)による熊本城周辺の地質 
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図-4 国交省国土政策局6)による熊本城周辺の表層地質 

本において前震時および本震時に記録された気象庁計測

震度4)の値に有意な差異が確認でき，地盤震動特性の差

異が示唆される．よって，既存観測点においてこれまで

に得られた地震記録を，熊本城での地震動推定に利活用

できるかについては慎重な検討が必要である． 

 図-3に(国研)産業技術総合研究所による地質図5)，図-

4・図-5・図-6に国土交通省国土政策局による表層地質

図・地形分類図・土壌図6)，図-7に(一社)熊本県地質調

査業協会による熊本市周辺地盤図7)，図-8に防災科研J-

SHIS8)に基づく微地形区分を，図-2の図郭に合わせて示

す．図-3～図-8に示すように，各々の図において着目す

る指標や区分はそれぞれ異なるものの，熊本城と旧・ 
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図-5 国交省国土政策局6)による熊本城周辺の地形分類 
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図-6 国交省国土政策局6)による熊本城周辺の土壌 
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図-7 熊本市周辺地盤図7)による熊本城周辺の地盤特性 
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図-8 地震ハザードステーション8)による微地形区分 



 

JMA熊本(熊本城に最も近い強震観測点)では，地形・地

質の特徴が類似していることが確認できる．一方で，熊

本市消防局および現・JMA熊本は，熊本城と地形・地質

の特徴が明らかに異なっていることが読み取れる． 

すなわちこれらは，熊本市消防局および現・JMA熊本

における前震・本震観測記録を前震時および本震時に熊

本城に作用した地震動と見なすことが困難である可能性

が高いこと，熊本城での地震動推定において旧・JMA熊

本でこれまでに得られている地震観測記録を利活用でき

る可能性が高いことを示唆するものである．これらの可

能性を確認するために，熊本城内とその周辺の強震観測

点で常時微動計測を実施した結果を次章で述べる． 

 

 

3.  常時微動計測の実施 

 

常時微動計測は，図-9に示すように，熊本城内のほぼ

全域(熊本城調査研究センターの職員同行のもとで立入

りが可能な区域)の45地点おいて実施した．また，熊本

城近くの既存強震観測点(旧・JMA熊本，現・JMA熊本，

熊本市消防局)においても常時微動計測を実施した．写

真-1に熊本城内での常時微動計測状況の一例を示す．計

測日は，2016年7月27日である．計測は昼間に実施し，

同型の七台の微動計(七台ともに白山工業(株)製の一体

型微動探査兼地震計機器9))を採用した．計測機器の諸元

については，文献9)を参照されたい．計測方向は水平二

成分と鉛直成分の計三成分であり，後述する常時微動

H/Vスペクトルの計算では，水平二成分の平均をとった．

計測時間は，一計測点あたり約30分間の単点計測とした． 

常時微動H/Vスペクトルの計算処理方法10)としては，

微動の加速度時刻歴に対して0.1Hzのハイ・パスフィル

ターを施し，雑振動が比較的小さい163.84秒の区間を七

区間抽出し，フーリエスペクトルの計算を行い，バンド

幅0.05HzのParzen Windowで平滑化した後に，H/Vスペク

トルを算出し，七区間の平均をとった．評価振動数の範

囲としては，使用した微動計測器の性能9)などを考慮し

て0.2～10Hzとした． 

図-10は，熊本城内(計45地点)の常時微動H/Vスペクト

ル(図-11参照)のピーク周波数をプロットしたものであ

る．図-10に示すとおり，熊本城内における地盤震動特

性は概ね一様であり，H/Vスペクトルのピーク周波数は，

1.5～4Hz付近に多く分布しているのが読み取れる． 

図-11は，熊本城内(計 45地点)の常時微動 H/Vスペク

トルに対して，熊本城近くの既存強震観測点(旧・JMA

熊本，現・JMA 熊本，熊本市消防局)での常時微動 H/V

スペクトルを比較したものである．図-11 に示すとおり，

同じ熊本城内においても，ピーク周波数やスペクトル形

状などの常時微動 H/V スペクトルの一般的特徴に一定 

 
写真-1 熊本城内における常時微動計測の実施状況の一例 
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図-10 熊本城内におけるH/Vスペクトルのピーク周波数の分布 
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図-11 熊本城内における常時微動H/Vスペクトルの比較 



 

のバラツキが確認できる．一方で，熊本城全体のH/Vス

ペクトル(周波数ごとの平均値およびその標準偏差の分

布)と旧・JMA熊本でのH/Vスペクトルに着目すると，

両者の特徴(ピーク周波数やスペクトル形状など)が比較

的良い一致を示している．一方で，熊本城全体のH/Vス

ペクトルに対する現・JMA熊本および熊本市消防局での

H/Vスペクトルの比較では，両者の特徴が類似している

とは言い難い．すなわちこれらは，熊本市消防局および

現・JMA熊本における前震・本震観測記録を前震時およ

び本震時に熊本城に作用した地震動と見なすことができ

ないこと，熊本城での地震動推定において旧・JMA熊本

でこれまでに得られている地震観測記録の利活用が可能

であることを示唆するものである． 

 

 

4.  サイト増幅特性の評価 

 

図-12は，熊本城近くの既存強震観測点(①旧・JMA熊

本，②現・JMA熊本，③熊本市消防局)でのサイト増幅

特性11)を比較したものである．旧・JMA熊本，現・JMA

熊本，熊本市消防局におけるサイト増幅特性は，①旧・

JMA熊本と旧・K-NET熊本(図-2参照)12)，②現・JMA熊

本と旧・K-NET熊本12)，③熊本市消防局と旧・K-NET熊

本12)でそれぞれ同時に得られた中小地震観測記録(いず

れも前震前の記録)を対象に，両地点の距離の違いによ

る補正13),14)を考慮したフーリエスペクトルの比率(①旧・

JMA熊本／旧・K-NET熊本，②現・JMA熊本／旧・K-

NET熊本，③熊本市消防局／旧・K-NET熊本)をぞれぞ

れ計算し，この比率を旧・K-NET熊本における既存のサ

イト増幅特性15)に掛け合わせることによって，地震基盤

～地表相当のサイト増幅特性を評価した． 

3.で述べた熊本城と旧・JMA熊本の常時微動H/Vスペ

クトルの類似性を踏まえて旧・JMA熊本を熊本城と置き

換えると，図-12に示すとおり，熊本城(旧・JMA熊本)

とその周辺の既存強震観測点(現・JMA熊本および熊本

市消防局)での比較では，サイト増幅特性に明確な差異

が確認できる．さらに，熊本城(旧・JMA熊本)では，対

象周波数帯域である0.2～10Hzにおいて他者を概ね包絡

していることから，前震時および本震時に熊本城に作用

した地震動は，現・JMA熊本および熊本市消防局におけ

る観測地震動よりも大きかったものと推察できる． 

 

 

5.  地震動推定手法とその適用性 

 

 本研究では，サイト増幅特性置換手法3)を用いて，熊

本城(旧・JMA熊本)および現・JMA熊本(以後，二地点

まとめて推定点と呼ぶ)における地震動の推定を行った．

図-13に地震動推定フローを示す．具体的には，まず，

前震・本震記録が得られている観測点の中で熊本城に対

して最も近いことなどを踏まえて基準観測点として熊本

市消防局を選定した．次に，基準観測点(熊本市消防局)

での前震および本震観測記録(図-14参照)によるフーリ

エ振幅をそれぞれ計算し，そのフーリエ振幅に対して基

準観測点と推定点の距離(ここでは前震および本震とも

に震源距離を採用)の違いによる補正13),14)を施し，さらに

推定点と基準観測点のサイト増幅特性の比を乗じること

により，推定点での前震時および本震時のフーリエ振幅

をそれぞれ推定した．その際，水平二成分それぞれにつ

いて同様の計算を行った．最後に，得られたフーリエ振

幅と，基準観測点での前震記録もしくは本震記録のフー

リエ位相を組み合わせ，因果性を考慮したフーリエ逆変

換16)を行うことで，推定点における前震時および本震時

の地震動を推定した．なお，後述するように，現・JMA

熊本および熊本市消防局における前震記録ならびに本震

記録のフーリエ位相特性にそれほど大きな差異が見受け

られないことなどを考慮して，本稿ではサイト位相特性

の置換17)の実施を見送った． 

 図-15に前震時および本震時の速度波形について，観

測波と推定波(強震動推定結果)で比較したものを示す． 
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図-12 サイト増幅特性（地震基盤～地表）の比較 
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図-13 サイト増幅特性置換手法に基づく地震動推定フロー 



 

なお，ここでは，バンド・パスフィルタなどの波形処理

は行っていない．図-15に示すとおり，観測波と推定波

が比較的良い一致を示している．図-16および図-17は，

前震時および本震時における絶対加速度応答スペクトル，

相対速度応答スペクトル，相対変位応答スペクトル(い

ずれも減衰定数5%)を観測波と推定波で比較したもので 
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図-14 熊本市消防局（基準観測点）における前震・本震観測記録の加速度時刻歴 
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図-15 地震動推定手法の適用性確認（現・JMA熊本(推定点)における前震時・本震時の速度波形の比較） 
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図-16 地震動推定手法の適用性確認（現・JMA熊本(推定点)における前震時の応答スペクトルの比較） 



 

ある．図-16および図-17に示すとおり，特定の短周期帯

域(0.3～0.8s付近)において推定精度が低下しているもの

の，観測波と推定波による応答スペクトルが概ね類似し

ていることが確認できる．すなわち，図-15，図-16，図-

17における観測波と推定波の類似性は，上述した熊本

城(旧・JMA熊本)におけるサイト増幅特性を入力として，

サイト増幅特性置換手法を適用すれば，前震時ならびに

本震時における熊本城での地震波形を一定の精度で推定

できる可能性が高いことを示唆するものである． 
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図-17 地震動推定手法の適用性確認（現・JMA熊本(推定点)における本震時の応答スペクトルの比較） 
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図-18 2016年熊本地震の前震・本震による熊本城での推定地震動（速度波形および加速度波形） 



 

6.  熊本城における地震動の評価 

 

 図-18は，前震時および本震時における熊本城での推

定速度および推定加速度波形である．図-18に対して図-

14および図-15を比較すると，熊本城では，最大加速度

PGAや最大速度PGVの値が周辺の観測記録よりも明らか

に大きな値を示している．水平二成分による気象庁計測

震度(上下動が計測震度の値に及ぼす影響が比較的小さ

い18)ことを考慮)は，熊本城において6.2(前震)および6.7 

(本震)と算定され，周辺の観測記録(図-2参照)よりも非

常に大きな値が得られる結果となった． 

図-19には，熊本城における推定地震動を入力波とし

た絶対加速度応答スペクトル，相対速度応答スペクトル，

相対変位応答スペクトル(いずれも減衰定数5%)を示す．

さらに，図-19には，石積み擁壁を対象とした動的解析

や振動台実験において入力地震動としての採用実績19)が

多い1995年兵庫県南部地震におけるJMA神戸での観測地

震動(N-S成分)による応答スペクトルについても同時に

示している．図-19に示すとおり，まず，前震と本震の

比較では，N-SおよびE-W成分ともに本震時のスペクト

ルが前震時のスペクトルを包絡している．次に，N-S成

分とE-W成分の比較では，前震時および本震時ともにN-

S成分のスペクトルはE-W成分のスペクトルと同等もし

くはそれ以上の地震応答を示している．最後に，JMA神

戸での観測地震動との比較では，JMA神戸のスペクトル

に対して，前震時のN-S成分ならびに本震時のE-W成分

のスペクトルが概ね類似しているのが読み取れる． 

7.  まとめ 

 

 本研究では，熊本城内での高密度常時微動計測に基づ

き，2016年熊本地震の前震および本震において熊本城に

作用した強震波形をサイト増幅特性置換手法を用いて推

定した．以下に，得られた知見を示す． 

(1) 地形・地質の状況および常時微動H/Vスペクトルの

類似性を踏まえれば，熊本城を対象とした地震動推

定において旧・JMA熊本での地盤震動特性(サイト

増幅特性)が援用可能である一方で，熊本市消防局

および現・JMA熊本における前震・本震観測記録を

前震時ならびに本震時に熊本城に作用した地震動と

見なすことはできない． 

(2) サイト増幅特性置換手法を利用すれば，2016年熊本

地震の前震時・本震時に現・JMA熊本で得られた観

測地震動を一定の精度で再現することが可能である． 

(3) 熊本城における推定地震動は，熊本市消防局および

現・JMA熊本で得られた前震・本震記録よりも非常

に大きな地震動指標値を示し，既往のJMA神戸での

観測地震動(1995年兵庫県南部地震)の応答スペクト

ルと同等程度もしくはそれ以上の地震応答を示す． 

 今後は，推定強震動を入力波とした振動台実験や動的

解析20)などを実施していきたいと考えている． 

 

謝辞：熊本城内での常時微動計測にあたっては，熊本城

調査研究センターの職員の皆様にご同行いただきました．

(国研)防災科学技術研究所K-NET，気象庁JMA，熊本県 
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図-19 2016年熊本地震の前震・本震による熊本城での推定地震動（応答スペクトルの特徴） 



 

震度情報ネットワークシステムによる地震観測波形デー

タをそれぞれ利用させていただきました．常時微動計測

の実施では，中西一仁氏(金沢大学学生)および湊文博

氏・山内政輝氏(大阪大学学生)の支援を仰いだ．本研究
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壁の耐震補強対策に関する研究小委員会(委員長：橋本

隆雄((株)千代田コンサルタント))の委員の皆様には有
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EVALUATION OF STRONG GROUND MOTION IN KUMAMOTO CASTLE 

DURING THE 2016 KUMAMOTO EARTHQUAKE SEQUENCE 
FOCUSED ON DIFFERENCE OF SITE AMPLIFICATION FACTORS 
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   Serious failure of masonry retaining wall was occurred in Kumamoto Castle during the 2016 Kuamoto 
earthquake sequence. Therefore, to clarify the failure mechanism, it is necessary to estimate strong 
motions in the castle with sufficient accuracy, taking into account local site effects. In this study, seismic 
waveform in the castle was estimated based on the site-effect substitution method. The site effects in the 
castle were evaluated based on microtremor measurement with high dense spatial location. Difference of 
the site effects between the castle area and the present observation stations was also indicated. 


